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2015年人事委員会支部代交渉

すべての世代で賃上げが実感できるよう公民較差解消で現給保障からの脱却を
一時金は「期末手当」に！将来を見据えた神奈川の実態に則した給与制度の構築を！

　県労連は9月10日、県人事委員会支部代交渉を行い、「2015年勧告期の要求書」を提出しました。

　8月6日に出された人事院勧告には次のような課題があり、国に追随することなく、主体性をもった検討を行うよう県人事委員会に求めました。
今年度賃金改定の課題
＜月例給＞

・県職員の現給保障対象者は、引上げ額によっては給料が変わらないため、民間賃金との較差が埋まらない現象が起きる。

・県内民間賃金と比較すべきは、現給保障額ではなく、給与条例で定められている給料表であって、その較差を給料表改定で解消すべきである。

・昨年の人事委員会勧告で示された給与水準の考え方に基づき、公民比較を行うことが必要である。
＜地域手当＞

・神奈川県の地域手当は現行10％（上限13％）である。東京、横浜、川崎等、地域手当の高いところと比べれば、ベースの賃金が同じ水準であれば、初任給は大きな格差となる。

・賃金だけの問題ではなく、人材確保の観点からも支障があり、その影響は非常に大きい。

＜一時金＞

・引上げ分0.1月のすべてを「勤勉手当」に振り分ければ、職員間の格差がさらに拡大する。

その他のポイント
＜フレックスタイム制＞

・ワーク・ライフ・バランス確保の推進等に資するよう現行制度の拡充について勧告されたが、人員・人材の確保や時間外・休日労働の縮減に向けた具体的な対策が伴わなければ、実効性のある制度にはならない。

・県職場の実態を見極め、慎重かつ十分な議論が必要である。
9月18日には、2回目の人事委員会要請行動を行い、「2015年勧告期の要求実現署名」を提出します。現在、署名を集約していますが、現場からの切実な声を届けるため、一人でも多くの署名を集めたいと思います。「数は力なり」、ご協力のほどよろしくお願いします！

2015人事委員会支部代交渉での自治労県職労代表者の発言

・人事院は8月6日に、2年連続で月例給、一時金ともに引き上げる勧告を行いました。神奈川においても当然、プラス較差が想定されます。問題は、較差の捉え方、解消方法です。
・給与減額が行われていた昨年の給与勧告で県人事委員会は、「本委員会では、民間の給与と比較する職員の給与については、給与勧告に基づき給与条例で定められる給与の水準を本来あるべき職員の給与水準と考え」としています。
・この考え方からすれば、県内民間賃金と比較すべきは、現給保障額ではなく、本来位置づけられている給料表であり、その較差を精確に給料表改定で解消すべきです。
・国とは全く異なる実態の中で、国を引き写した制度を維持することは、もはや限界です。
・来年度前倒しで制度完成する国家公務員の地域手当は、東京23区で20％、県内でも横浜、川崎で16％です。
・一方、神奈川県は上限13％で現行は10％。地域手当を上限まで上げたとしても、東京、横浜、川崎と大きな差があります。
・これは、単に現役職員の賃金問題にとどまりません。

・9月8日の日経新聞首都圏版でも、「就職人気　自治体に陰り　1都3県、合格倍率低調」との記事がありました。現在でも職員採用試験合格者の辞退率が3割を超える中で、現在の給与制度を続けることは、人材確保に支障が出ることは火を見るよりも明らかです。
・さらに、これは県職員だけの問題でなく、県内の一般市町村にとっても大きな問題です。県内市町村では、10％にも満たない地域手当の支給地域が多数あります。国に準拠した制度を維持すれば、このような市町村においても、人材確保は深刻な問題となります。
・県人事委員会は、市町村に与える影響も深刻に受け止める必要があります。
・今こそ、神奈川県人事委員会は将来を見据えて、神奈川の実態に則した給与制度を構築する責務があります。
・自治労県職労は、給料表と民間賃金の公平・公正な比較を行い、全ての世代で賃上げが実感できるよう、公民較差を全額給料表に配分することを求めます。
2015年9月10日

神奈川県人事委員会
委員長　山 倉　健 嗣　様
神奈川県職員労働組合連合協議会

議　長　芹　沢　秀　行

２０１５年勧告期の要求書

県職員の賃金・労働条件の改善に向けたご努力に敬意を表します。
人事院は８月６日に月例給、一時金のいずれについても引き上げの勧告をしました。この勧告は、2015春季生活闘争における民間企業の賃上げ・一時金の回答状況を踏まえたものであり、２年連続の引き上げの勧告となりました。

しかし、勧告どおり実施されても、物価上昇等により実質賃金は低下傾向にあることから、生活実感の改善に至らないものです。

また、女性職員の活躍、ワーク・ライフ・バランス確保の推進等に資するようフレックスタイムの拡充勧告がされましたが、人員・人材の確保や時間外・休日労働の縮減に向けた具体的な方策が伴わなければ、実効性のあるものとはなりません。

人事委員会勧告・報告の制度は、労働基本権制約の代償措置として県関係職員の賃金・労働条件を決定する上ではもちろんですが、県内企業に働く労働者の諸水準に与える影響も極めて大きいものがあります。国と県では様々な条件が異なっていることを踏まえ、人事委員会としての主体性を持った検討が求められています。

以上のようなことから、現在作業中の勧告・報告に向けては、下記事項の実現に向けて最大限の努力をされるよう要求します。

１．2015年度の給与勧告について

（１）公平・公正な公民比較に基づき月例給の給与水準と一時金の支給月数について改善すること。

（２）公民較差の配分にあたっては本県の実情をふまえ、全年齢層を対象に配分すること。

（３）一時金の引き上げ分は期末手当に配分すること。

（４）地域手当については本県の実情をふまえ増額を図り、県内一律支給とすること。

（５）公務職場への人材確保の視点から、若年層の給与水準について大幅な引き上げを図ること。

（６）すべての在職者が定年まで昇給が可能となるよう、号給を延長すること。

（７）教職員賃金の課題にあたっては、水準の維持・向上となるよう対応を図ること。

（８）交通用具使用者に係る通勤手当の改善について、改めて勧告すること。

２．労働時間短縮、休暇、休業制度の改善について

（１）昨年度の報告の検証をふまえ、総労働時間の短縮に向けて、是正勧告をはじめとした実効ある超過勤務縮減策を提言すること。

（２）各種休暇制度を新設・拡充し、総合的な休業制度を確立すること。特に、ボランティア休暇の取得要件の緩和、休暇制度の拡充を図ること。

（３）フレックスタイム制度については、本県の制度と現場の実情を踏まえ慎重に対応すること。

３．男女平等の公務職場の実現及び両立支援策の拡充について

（１）次世代育成支援対策推進法に基づく「子育てを支え合う職員行動計画」について、引き続き検証・見直しを行い、着実な実施に向け指導を行うこと。

（２）出産・育児にかかわる休暇・休業制度における男性の取得率向上に向けた具体的な促進策を提言すること。

（３）育児・介護を行う職員の両立支援策等の拡充を提言すること。

（４）女性職員採用・登用の拡大について、積極的な取り組みを行うこと。
４．臨時的任用職員・非常勤職員等の処遇改善について

（１）臨時的任用職員・非常勤職員等の処遇については、均等処遇の原則に基づき抜本的に改善すること。

（２）県に雇用される労働者の最低賃金を、行政職(一)表の高卒初任給並に引き上げること。

（３）臨時的任用職員・非常勤職員の療養休暇を有給化すること。また、再任用職員の療養休暇を拡充すること。
５．その他

（１）65歳までの段階的定年延長を基本に、新たな高齢者雇用施策について、雇用と年金の確実な接続に向けた意見の申し出を行うこと。

当面、無年金期間が生じる再任用職員の賃金水準については、全ての県職員において、退職時の給与水準を踏まえたものとなるよう改善を図ること。

（２）委員会勧告については、極力早期に行うこと。

（３）賃金・退職手当・休暇等の諸権利について、労使交渉を制約することのないよう留意すること。
対人事委員会署名にご協力を！

さようなら原発・さようなら戦争

全国集会に参加を！
○日時　9月23日（水・祝）13時30分～
○会場　代々木公園

米空母母港反対集会にも！

○日時　10月2日（金）18時～

○会場　横須賀ヴェルニー公園




















































2015人事委員会支部代交渉での自治労県職労代表者の発言





・人事院は8月6日に、2年連続で月例給、一時金ともに引き上げる勧告を行いました。神奈川においても当然、プラス較差が想定されます。問題は、較差の捉え方、解消方法です。


・給与減額が行われていた昨年の給与勧告で県人事委員会は、「本委員会では、民間の給与と比較する職員の給与については、給与勧告に基づき給与条例で定められる給与の水準を本来あるべき職員の給与水準と考え」としています。


・この考え方からすれば、県内民間賃金と比較すべきは、現給保障額ではなく、本来位置づけられている給料表であり、その較差を精確に給料表改定で解消すべきです。


・国とは全く異なる実態の中で、国を引き写した制度を維持することは、もはや限界です。


・来年度前倒しで制度完成する国家公務員の地域手当は、東京23区で20％、県内でも横浜、川崎で16％です。


・一方、神奈川県は上限13％で現行は10％。地域手当を上限まで上げたとしても、東京、横浜、川崎と大きな差があります。


・これは、単に現役職員の賃金問題にとどまりません。


・9月8日の日経新聞首都圏版でも、「就職人気　自治体に陰り　1都3県、合格倍率低調」との記事がありました。現在でも職員採用試験合格者の辞退率が3割を超える中で、現在の給与制度を続けることは、人材確保に支障が出ることは火を見るよりも明らかです。


・さらに、これは県職員だけの問題でなく、県内の一般市町村にとっても大きな問題です。県内市町村では、10％にも満たない地域手当の支給地域が多数あります。国に準拠した制度を維持すれば、このような市町村においても、人材確保は深刻な問題となります。


・県人事委員会は、市町村に与える影響も深刻に受け止める必要があります。


・今こそ、神奈川県人事委員会は将来を見据えて、神奈川の実態に則した給与制度を構築する責務があります。


・自治労県職労は、給料表と民間賃金の公平・公正な比較を行い、全ての世代で賃上げが実感できるよう、公民較差を全額給料表に配分することを求めます。











































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































